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「平成21年８月30日は、衆議院議員総選挙の投票日であったが、病院に入院しており、外
出することができなかったため、投票することができなかった。病院で投票できるようにし
てほしい。」との行政相談が、四国行政評価支局に寄せられました。

この申出について、当支局は、四国地域行政苦情救済推進会議（座長：土田哲也香川大学名誉教
授）に諮り、その意見を踏まえて、平成22年５月25日、香川県選挙管理委員会に対し、あっせんしま
した。

入院先の病院で不在者投票ができるようにしてほしい

【調査結果】

○ 選挙の当日に疾病、負傷、妊娠、老衰等のため歩行が困難であると見込まれる選挙人は、都
道府県選挙管理委員会が指定した病院（介護老人保健施設を含む。）で不在者投票を行うこと
ができる（公職選挙法第49条第１項、公職選挙法施行令第55条第２項）。

○ 不在者投票制度は、『当日投票所投票主義』の例外的な取扱いであり、不在者投票ができる
施設については、適正な執行を確保するため、一定の基準に基づいて指定する必要がある。
このため、総務省は、病院を指定する際の基準としては、概ね50床以上の病院を指定するこ

ととされたいとしている（昭和25年５月１日付け質疑集）。
50床未満の病院については、不在者投票の適正な管理執行が確保できると判断されるものに

ついては指定できるとしている（総務省自治行政局選挙部長通知）。
○ 香川県選挙管理委員会は、病院からの申請に基づき現地調査等を行った上で指定しており、
申請を促すような働きかけは行っていない。

○ 香川県内には、50床以上の病院が124施設あり、このうち、100施設（80.6％）は指定されて
いるが、24施設（19.4％）は指定されていない。

40～49床の病院は16施設あり、このうち、指定病院は３施設（18.8％）であり、13施設
（81.3％）は未指定となっている。

【あっせん】
香川県選挙管理委員会は、疾病等により病院に入院中の歩行困難者の選挙権行使の機会

を確保する観点から、不在者投票について病院の理解と協力を得て、指定を進める必要が
ある。

（問い合わせ先）
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ＦＡＸ：０８７－８３１－４５１０

【四国地域行政苦情救済推進会議】

苦情の処理に民間有識者の意見を反映させることにより、国民の視点に立った苦情解決を図ることを
目的とする。
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